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別記第１号様式（第２条関係）

入札公告

最終処分場候補地選定調査業務の入札について、条件付き一般競争入札を行うので次のと

おり公告する。

平成２１年１２月１５日

財団法人 紀南環境整備公社

理事長 真砂 充敏

１ 入札に付する業務の概要に関する事項

（１）業務年度 平成２１年度

（２）業 務 名 最終処分場候補地選定調査業務

（３）業務場所 田辺市稲成町、秋津川、東牟婁郡串本町高富地内

（４）業務概要 最終処分場整備のための建設用地の選定

（５）業務期間 平成２３年３月３１日まで

（６）予定価格 事後公表

（７）最低制限価格 設定無し

（８）業務形態 単体企業

（９）支払条件 前払金 無

部分払 有

（10）入札保証金 不要

（11）各会計年度における請負代金の支払限度額

ア 平成２１年度 請負代金のうち１００万円

イ 平成２２年度 契約額から平成２１年度で支払った額を差し引いた額

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

次に掲げるすべての要件を満たしていること。

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者である

こと。

（２）和歌山県建設工事等契約に係る入札参加資格停止等措置要綱（平成16年6月15日制

定）に基づく入札参加資格停止を受けている期間中でないこと。

また、公社構成市町村（田辺市、新宮市、みなべ町、白浜町、上富田町、すさみ

町、那智勝浦町、太地町、古座川町、北山村、串本町）から入札参加資格停止を受け

ている期間中でないこと。

（３）条件付き一般競争入札における和歌山県建設工事に係る委託業務入札参加資格審査

取扱い基準（平成20年12月26日施行）第6条に基づく認定を受けている者で、次の要

件に該当する者であること。

ア 平成21・22年度入札参加資格審査により地質部門及び廃棄物部門の認定を受けて



- 2 -

いること。

（４）和歌山県内に住所又は本店を有する者にあっては、技術士法（昭和58年法律第25号）

に基づく技術士の資格を有する者（以下「技術士」という。）（衛生工学部門のうち廃

棄物管理を選択科目とする者）、建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設省告示

第717号。以下「登録規程」という。）第3条第1号ロの規定に基づき認定された技術管

理者（以下「技術管理者」という。）（廃棄物部門）、社団法人建設コンサルタンツ協

会の定款第4条第6号に基づくシビルコンサルティングマネージャ（以下「RCCM」とい

う。）資格試験合格者（廃棄物を専門技術部門とする者）のうちいずれか合わせて2名

以上が所属している者であること。

かつ、技術士（応用理学部門のうち地質を選択科目とする者）、技術管理者（地質

部門）、RCCM資格試験合格者（地質を選択科目とする者）のいずれかが所属している

者であること。

和歌山県内に住所又は本店を有しない者にあっては、技術士（衛生工学部門のうち

廃棄物管理を選択科目とする者）が2名以上所属している者であること。ただし、登

録規程により廃棄物部門以外の部門の技術管理者となっていないこと。

かつ、技術士（応用理学部門のうち地質を選択科目とする者）が1名以上所属して

いる者であること。ただし、登録規程により地質部門以外の部門の技術管理者となっ

ていないこと。

（５）登録規程により地質部門及び廃棄物部門の登録を受けている者であること。

（６）和歌山県内に住所、本店又は和歌山県建設工事に係る委託業務の条件付き一般競争

入札において付す条件である「和歌山県内の支店若しくは営業所等」の認定基準（平

成20年5月12日施行）に基づく認定を受けた支店若しくは営業所等を有する者である

こと。

（７）和歌山県発注業務で入札書を提出した3ヶ月前から落札決定の日までに60点未満の

業務成績評定結果通知又は業務成績評定結果再通知を受けた者でないこと。

また、和歌山県発注業務で入札書を提出した日の6ヶ月前から落札決定の日までに

55点未満の業務成績評定結果通知又は業務成績評定結果再通知を受けた者でないこ

と。

なお、業務成績評定結果再通知により上記の条件を満たさなくなった場合はこの限

りではない。

（８）談合等による損害賠償請求を和歌山県及び公社構成市町村（田辺市、新宮市、みな

べ町、白浜町、上富田町、すさみ町、那智勝浦町、太地町、古座川町、北山村、串本

町）から受けていない者であること。

（９）和歌山県建設工事等暴力団排除対策措置要綱（昭和62年12月21日制定）に基づく入

札参加除外を受けていない者であること。

（10）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更生手続開始の申立がなされてい

る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされ

ている者でないこと。ただし、更生手続又は再生手続開始の決定後、競争参加資格の再認
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定を受けている者を除く。

（11）平成11年4月1日から入札書を提出した日までに元請として業務が完了し成果品の引

き渡しが完了した、国、都道府県、政令指定都市又は和歌山県建設工事等入札参加条

件における施工実績認定基準（平成21年1月22日施行。以下「施工実績認定基準」と

いう。）に定める法人発注の当該業務と同一部門の実績（実施中のものは除く。）を有

する者であること。

同一部門の実績とは、最終処分場の整備に係る候補地選定、設計及び施工監理に関

する業務の実績とする。

なお、実績を有しない者で、和歌山県業務認定審査会設置要綱（平成20年5月1日制

定）で規定する業務認定審査会で当該部門の実績を有する者と同等の能力があると認

定された者は実績を有することを必要としない。

３ 入札参加手続き等に関する事項

（１）本件入札においては、開札後に入札参加資格の審査を行うため、技術資料の提出等、

当該審査に係る事前の手続きは要しない。

（２）技術資料作成要領は、公社ホームページ（http://www.keip.jp/）に掲載する。
（３）仕様書等は、公社ホームページに掲載し、また、下記の閲覧期間及び閲覧場所等

で閲覧に供する。

ア 閲覧期間

平成２１年１２月１５日（火）から平成２２年１月８日（金）までの和歌山県

の休日を定める条例（平成元年条例第39号）第１条に規定する県の休日（以下「休

日」という。）を除く日の午前１０時から午後４時まで

イ 閲覧場所

和歌山県田辺市朝日ヶ丘23番1号

財団法人 紀南環境整備公社 事務局

電話番号 0739-81-3550

ウ その他設計図書等の電子データによる配布を希望する者は、未使用のＣＤ－Ｒ

（書き換えが可能なＣＤ－ＲＷは不可。）を持参すること。

（４）仕様書等に対する質問及び回答

ア 受付期間

平成２１年１２月２１日（月）午前９時から

平成２１年１２月２４日（木）午後４時までの ３日間

イ 受付方法

最終処分場候補地選定調査業務に係る条件付き一般競争入札実施要領（平成

２１年１２月１１日制定。以下「実施要領」という。）に定める質問書により

直接持参、若しくは郵送又はファクシミリ又は電子メールのいずれかの方法で

提出すること。（直接持参以外は質問者が電話により到着確認を行うこと。）
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ウ 受付場所

和歌山県田辺市朝日ヶ丘23番1号

財団法人 紀南環境整備公社 事務局

電話番号 0739-81-3550

ファクシミリ番号 0739-81-3551

e-mail info@keip.jp

エ 回答予定日 平成２２年１月５日（火）

オ 回答の方法 公社ホームページに掲載する。ただし、これによりがたい場合に

は、公社事務局での掲示により公表するものとする。

（５）現場説明会は、行わない。

４ 入札等に関する事項

（１）入札書提出期間

平成２２年１月１２日（火）午前９時２５分から午前９時３０分まで

（２）入札場所

和歌山県田辺市朝日ヶ丘23番1号 西牟婁総合庁舎 ４階 大会議室

（３）入札書等の提出について

ア 入札参加者は、入札書を（２）に示す場所に持参し提出しなければならない。

なお、郵便及び電信による提出は認められないものとする。

イ 入札書の提出期間は、（１）に定めた入札書提出期間（以下「提出期間」とい

う。）とする。

ウ 入札参加者は、入札書を提出期間内に提出しなければならない。

エ 提出期間外に提出した入札書は、理由の如何にかかわらず受理しないものとす

る。

オ 代理人が入札する場合は、別に定める委任状を入札前までに代理人が持参して提

出しなければならない。なお、この場合の入札書には、入札者の住所、氏名欄に、本人

の住所、氏名（法人の場合はその名称又は商号及び代表者の氏名）を記載（本人又は

代表者の印は不要）し、「上記代理人」と代理人であることの表示及び「代理人の氏名」

を記載して当該代理人の押印をすること。

（４）入札書の不受理について

実施要領第９条に掲げる入札書は、不受理とする。

（５）入札の不成立について

開札日において、実施要領第10条の各号のいずれにも該当しない入札書を提出した

者が２者以上ないときは、この入札を不成立とする。

（６）失格について

実施要領第11条の各号のいずれかに該当する者は、失格とする。

（７）入札執行回数

原則として、当該入札の執行において入札執行回数は３回を限度とする。なお、当
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該入札回数までに落札者が決定しない場合は、随意契約には移行しない。

また、２回目以降の入札に参加できる者は、１回目の入札に参加した者に限る。

５ 開札等に関する事項

（１）開札予定日時及び開札場所

ア 開札日時

平成２２年１月１２日（火）午前９時３０分（入札書提出期間終了後）

イ 開札場所

和歌山県田辺市朝日ヶ丘23番1号 西牟婁総合庁舎 ４階 大会議室

（２）落札予定日 平成２２年１月１９日（月）

（３）入札結果の公表 落札決定の翌日

（４）公表方法

開札状況及び入札結果の公表は、公社ホームページに掲載するとともに、公社事務

局において閲覧により公表するものとする。

６ 審査に関する事項

（１）入札参加資格要件の審査は、実施要領第14条の規定に基づき、提出された技術資料

により行う。

（２）一度提出された技術資料の書換え、引換え又は撤回は認めないものとする。

７ 落札者の決定方法に関する事項

最低の価格をもって有効な入札をした落札候補者を落札者とする。


